
先行した自治体の皆さんのワークシートを参照し、記入上のルールを
統一して、以下のとおり『記入マニュアル』と致します 020710 修正版 

 
１）『２－１．ごみと資源物の原価計算』は、４列目の『資源物収集・資源化費用』を確認すること
が最大目的です。従って、２０マス（４列×５行）のすべてが正確に記入できなくても大きな支
障はありませんので、記入マニュアルに沿って該当項目をご記入下さい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2-1.ごみと資源
物の原価計算 

職員にかかる
経費+広報費 

 稼動に掛かる
経費 

 施設や車にか
かる経費 

 合計 

         

ごみを収集するのにかか
る経費 

  
円 
 
+ 
 

円 
 
+ 
 

円 
 
＝ 
 

円 

①可燃ごみ（家庭+お店+
事業所から） 
②不燃ごみ 
③危険・有害ごみ 
④粗大ゴミ 

＊自治体が収集するご
み 

 管理部門・広報
部門の人件費
は、ごみ収集に
関する分を按分
して合算 

 ごみを収集するた
めに必要な、燃料
費、修繕費、保険
料など 

 ごみを収集する
のに必要なパッ
カ―車やダンプ
の購入費など 

 ごみ収集量 
          トン 
ﾄﾝ当り経費 
           円 
一人当り 

          円 

         

ごみを処理するのにかか
る経費（中間処理+焼却） 

  
円 
 
+ 
 

円 
 
+ 
 

円 
 
＝ 
 

円 

①から④ 

⑤許可業者が収集したご
み（お店や事業所か
ら） 
⑥持込ごみ（家庭、お
店、事業所から） 

 中間処理に従

事する職員の
人件費 

 ごみを処理するた
めに必要な、光熱
費、焼却施設の
修繕費、機械の
貸借料など 

 ごみを処理する
ために必要な焼
却施設や機械
装置などの購入
費、修繕費 

 ごみ処理量 
          トン 
ﾄﾝ当り経費 
           円 
一人当り 
          円 

         

ごみを最終処分するのに
かかる経費 

  
円 
 
+ 
 

円 
 
+ 
 

円 
 
＝ 
 

円 

⑦埋め立てごみ量 
⑧焼却残渣 

 処分に従事する
職員の人件費 

 処分場へ移送
費、埋め立てに必
要な、燃料費、修
繕費、保険料など 

 処分場の建設
費、処分場への
輸送トラック購
入費など 

 埋め立て処分量 
          トン 
ﾄﾝ当り経費 
           円 
一人当り 

          円 

         
資源物を収集・資源化す
るのにかかる経費（収集
+分別+売却） 

  
円 
 
+ 
 

円 
 
+ 
 

円 
 
＝ 
 

円 

⑨家庭系資源の自治体
収集 
⑩事業系資源の自治体
収集 
＊住民の集団回収の助
成金を除く 

 管理・広報部門
の人件費は、資
源化に関する分
を按分して合算 

 資源物を収集・処
理するために必
要な、光熱費。資
源の売却益+逆有
償額 

 資源物を処理す
るために必要
な、リサイクル
センターの建設
費や機械装置、
フォークリフトな
ど購入費 

 資源収集処理量 
          トン 
ﾄﾝ当り経費 
           円 
一人当り 
          円 

         
 

合計 

  

円 

 
+ 
 

円 

 
+ 
 

円 

 
＝ 

        円 

        ﾄﾝ 
トン当り経費 
        円 

 

① 『管理費』・『広報費』を下記の４区分に分けられない場合には、『ご
み収集人件費』と『資源人件費』の欄に按分して記入下さい。 

② 『ごみ』と『資源物』への按分は、できるだけ自治体の実態に基づ
いて算定して、＜按分した根拠＞を欄外にご記入下さい。 

⇒例えば、人件費を職員人数で按分したり、管理職の場合は仕事量で按
分する等、自治体の皆さんが明確にしやすい方法で按分下さい。 

③ 実態に基づいて算定できない場合には、『資源化率』（資源化量÷
総排出量）に応じて按分して下さい。 

④ 

ご
み
収
集
・
処
理
・
最
終
処
分
に
按
分
で
き
な
い
場
合
は

ま
と
め
て
『
ご
み
収
集
』
の
欄
に
記
入
く
だ
さ
い
。 

⑤ 

委
託
費
用
は
、『
稼
動
に
か

か
る
経
費
』
欄
に
一
括
し
て

記
入
下
さ
い
。 

平成１２年
度の実績を
単位に注意
してご記入
下さい。 



２）『２－３．品目別資源物の収集・資源化費用の有無と費用』は、『容器包装についての品目別収集・
資源化費用』を明確にすることにあります。一番、按分が難しいところですが、この品目別費用が明
らかにならない限り、ＥＰＲの実現は困難となります。自治体の皆さんには、可能な限り、重量按分
ではない方法で算定されますよう、ご協力をお願い致します。  
 
2-3. 品目別資源物の収集・資源化の有無と費用（住民の集団回収除く） 

 リサイクル回収
実施の有無 

容器包装リサイクル
協会との契約の有無 

回収量 
（t） 
ａ）収集・資源化費用（売
却益又は逆有償を含む） 

ｂ）売却益又は▲
逆有償の金額 

ｃ）費用単価
（ｔ当り） 

ガラスびん（ｶﾚｯﾄ） 有・なし 契約・独自 （t） 円 円     円/ｔ 

リターナブルびん 有・なし  （t） 円 円     円/ｔ 
PETボトル 有・なし 契約・独自 （t） 円 円     円/ｔ 
その他ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 有・なし 契約・独自 （t） 円 円     円/ｔ 

その他紙 有・なし 契約・独自 （t） 円 円     円/ｔ 
スチール缶 有・なし  （t） 円 円     円/ｔ 
アルミ缶 有・なし  （t） 円 円     円/ｔ 

紙パック 有・なし  （t） 円 円     円/ｔ 
古紙 有・なし  （t） 円 円     円/ｔ 
古布 有・なし  （t） 円 円     円/ｔ 

ダンボール 有・なし  （t） 円 円     円/ｔ 
生ごみ 有・なし  （t） 円 円     円/ｔ 
有害物質 有・なし  （t） 円 円     円/ｔ 

その他（     ） 有・なし  （t） 円 円     円/ｔ 
その他（     ） 有・なし  （t） 円 円     円/ｔ 

合 計       

 
 
 
 
 
 
 

３）『３－１．容リ法による自治体負担の試算』は、『自治体の費用負担割合』を確認することが目的
です。容器包装リサイクル協会と契約をしている場合には、下記計算式に基づいて実施下さい。  

 

3-1. 容器包装リサイクル法による自治体負担の試算 
ワンウエイびん 

計 算 式  PET ボトル 
無色 茶色 その他 

その他プラ
スチック 

その他紙 合計 

Ｃ（自治体集計） 資源化量（kg）        

Ｄ 再商品化単価（円/kg） 88.825 円 4.151円 7.682円 8.096円 105.00 円 58.636円  
Ａ＋Ｂ ﾘｻｲｸﾙｺｽﾄ Ａ+Ｂ        

Ａ＝Ｅ＋Ｆ A 市町村負担費用        
Ｅ（自治体集計） 収集運搬費用        

Ｆ 市町村負担分        

Ｂ＝Ｇ－Ｆ B 事業者負担        
Ｇ＝Ｃ×Ｄ 再商品化費用        
Ｆ＝Ｇ×Ｈ 市町村負担分 △ △ △ △ △ △ △ 

Ｈ 市町村責任比率 1％ 10％ 15％ 10％ 6％ 6％  
市町村＋事業者 費用負担割合 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

＝Ａ÷（Ａ＋Ｂ） A 市町村 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

＝Ｂ÷（Ａ＋Ｂ） B 事業者 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

 上記の品目は実施のｺｽﾄ
か予測値か 

 

実際・予測 

 

実際・予測 

 

実際・予測 

 

実際・予測 

 

実際・予測 

 

実際・予測 

 
------- 

● 『再商品化単価』は、「自治体が回収費用を負担した年度」と「自治体の回収量に基づいて事業者が支払う年度」では異なりますが、
ここでは指標として自治体が回収費を負担した年度（平成１２年）の再商品化単価を使用します。 
● 『再商品化単価』（Ｄ）と小規模事業者分を負担する『市町村責任比率』（Ｈ）は、国が定めた数値を使用します。 

 
 
 
 
 

最後に、始めの３項目を記入して廃棄物会計シートの完成です 

① 容リ協会と契約する負担費用はこの計算式により算出し、市町村が独自にリサイクル
している品目は１００％自治体負担で計算して下さい。  

① 品目別に収集費用を算定できない場合には、次の順番を参考にして
按分し、その＜按分方法＞を欄外にご記入ください。 

(ア) 収集費用を実稼動の車両台数で按分して下さい。 

(イ) 実稼動で算定できなければ、収集曜日数で按分して下さい。 

(ウ) 車両台数や収集曜日で算定できない場合には、自治体の皆さ
んが合理的と考える方法で按分し、その方法を明記下さい。 

(エ) 同一車両で混合収集している場合には、（ア）と（イ）の按分
を行った上で、最終的な方法として重量により按分下さい。 

② 『売却益』と『差額』については、ａは『売却益』があれば減額し、
『逆有償』は加算。ｂは、実際の費用を記入ください。 

③合計欄を加えて、回収量の合計重量が『１-１．資
源化率の詳細』表の＜資源回収量（集団回収除）
＞及び『２-１．ごみと資源物の原価計算』表の４列
目＜資源収集処理量＞と同じことを確認下さい。 

④同じように、合計費用が『２-１．ごみと
資源物の原価計算』表の４列目の＜資
源物を収集・資源化するのにかかる経
費＞総額と同じことを確認下さい。 


